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研究成果の概要（和文）：　漁業者の高齢化は青壮年層の新規着業が少ない中で漁業者の多くが高齢になっても就業を
中止しないために生じ、漁業就業者に占める65歳以上の漁業者数は34％を占めている。沿岸漁船漁業を中心に、漁業セ
ンサス等のデータ分析と実態調査から次の諸点が明らかになった。すなわち、高齢者の就業継続は自身の選択、社会保
障の程度、地域における限定的な就業機会によって規定されること、加齢とともに労働強度を軽減できる漁業種類で高
齢者の就業が継続されること、その結果高齢漁業者の生産性・漁労所得は若年層に比べて低位であること等である。研
究成果の詳細については平成26年度刊の図書『漁業者高齢化と十年後の漁村』で公開予定である。

研究成果の概要（英文）：The aging of the population of fishers in Japan stems from fishers' postponing the
ir autonomous retirement, along with thte decreased entry of young and middle-aged fishers into the indust
ry. In Japan, fishers over the age 65 years compose 34% of the total fisher population. The following are 
our findings from a data analysis of the Fishery Census and field studies focusing on coastal fishers usin
g fishing boats. Postponing retirement has been the choice of fishers, often supported by the reduced degr
ee of social security and limited local job opportunities. As such, aged fishers continue to fish, yet giv
en their age, also opt to reduce thier fishing effort. This, in turn, lowers both aged fishers' productivi
ty and income compared to that of younger fishers. Further details on this topic will appear in the book "
Aging Fishers and the Fishing Villages of the Next Decade (Gyogyo-sha Koreika to Junen go no Gyoson)" to b
e published in 2014.
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
(1)漁業者の高齢化は日本人口の高齢化より
早いペースで、しかし農業よりは遅いペース
で進行している。高齢化は、青壮年層の新規
着業者が少ないなかで、着業中の漁業者の多
くが高齢になっても就業を中止しないため
に生じている。若干数の高齢者の新規着業も
ある。その結果、漁業就業者 22 万人（2008
年）を年齢別に三分割すると、50 歳未満が
30.3％、50－64 歳が 35.6％、65 歳以上が
34.2％という、典型的な逆ピラミッド構造と
なっている。漁業者高齢化は高齢者の多さと
いう絶対数と高年齢層が多数を占めるとい
う相対的比重の両面を特徴としている。 
 
(2)これまでも漁業者の高齢化は問題視され
てきたが、その理由として挙げられてきたの
は主として将来の若年層不足という絶対数
の問題だった。すなわち、着業中の高齢漁業
者がいずれ大量にリタイヤすれば漁業就業
者数が激減するという問題、リタイヤ後に参
入する後世代に技術が伝承されないという
問題、漁村に若者がいないと地域が活性化し
ないという問題などである。しかしこれらは
漁業者が高齢になっても漁業を辞めないの
はなぜかという本質的な疑問に対する回答
とはなっていない。応募者らはここから本研
究課題を着想した。 
 
２．研究の目的 
(1)本研究の目的は高齢漁業者が漁業を辞め
ない理由を探り、高齢漁業者が存在すること
が日本の漁業にどのような正負の影響を及
ぼしているかを分析することにある。研究期
間内に明らかにしようとすることは①高齢
漁業者の功罪、および②高齢漁業者が漁業を
辞めない理由である。 
 
(2) 高齢漁業者が存在するメリットは明白
である。漁業者自身は所得を獲得し続けられ、
生き甲斐や社会での存在意義を見出すこと
ができる。社会的には漁業生産物が供給され
続け、漁村地域が維持でき、間接的には健康
長寿が社会保障費用の削減にもつながるで
あろう。農漁村は来るべき超高齢化社会の、
高齢者雇用・自助による生計維持の社会実験
の場であり、すでに一定の成功を納めている
モデルケースである。 
 
(3)一方、高齢漁業者が存在することがもた
らすデメリットは総じて間接的であり、因果
関係の検証が必要とされる。たとえば高齢漁
業者が多数派を占めることが青壮年就業者
の不足の原因となっていないか、漁業技術の
向上や制度改革を押しとどめる要因となっ
ていないか、他産業と比較した漁業所得の低
さの原因ではないのか、などである。これら
の因果関係を解明するにあたっては、高齢漁
業者と高齢役職者の存在、沿岸漁業と沖合漁
業、後継者のある漁家とない漁家などを分け

て考える必要がある。 
 
(4) 上記は、高齢漁業者がリタイヤするとい
う選択肢を持ちながら自らの意思で積極的
に働きつづけているという仮定を前提とし
ている。しかし実際には、いったんリタイヤ
すると二度と就業機会を得られないという
就業上の不可逆性があり、これが就業継続の
要因になっている可能性もある。不可逆性は
退出障壁ということもできる。他の高齢者の
就業と比べると漁業の退出障壁の存在が際
立つ。給与生活者には強制的な定年退職があ
るが、退職金を得て退職し、さらに正規・非
正規の雇用形態で再度雇用される者もいる。
自営で店舗や工場の経営を行ってきた事業
主の多くは店舗･工場を所有しており、廃業
時にその資産を貸与･売却などの形で活用す
る。農地を持つ農家も同様である。漁業に伴
う諸権利の金銭的取引が活発な諸外国には、
まだ十分働ける年齢であっても、権利を売
却・貸与し、漁業を辞めてしまう例がある。
他業種や制度の異なる外国との比較を通じ
て、高齢漁業者が漁業を辞めない理由の一端
が明らかになる。 
 
３．研究の方法 
本研究期間内に、①高齢漁業者の功罪、②高
齢漁業者が漁業を辞めない理由を明らかに
する。研究方法としては、ア）農業等他産業
との比較、イ）他国の漁業者の退職時期・退
職理由との対照、ウ）漁業センサスを活用し
た分析、エ）漁業者・漁業関係者へのヒヤリ
ング調査を実施する。研究成果は応募者らが
順次、所属する学術団体の媒体等によって発
表し、研究終了後に研究論文を取りまとめた
図書の出版を目指す。（平成 26 年度研究成果
公開促進（学術図書）に内定）。また、研究
成果は政策提言としても発信する。 
 
４．研究成果 
(1)漁業者の高齢化は青壮年層の新規着業が
少ない中で漁業者の多くが高齢になっても
就業を中止しないために生じ、漁業就業者に
占める 65 歳以上の漁業者数は 34％を占めて
いる。沿岸漁船漁業を中心に、漁業センサス
等のデータ分析と実態調査から次の諸点が
明らかになった。すなわち、①高齢者の就業
継続は自身の選択、社会保障の程度、地域に
おける限定的な就業機会によって規定され
ること、②加齢とともに労働強度を軽減でき
る漁業種類で高齢者の就業が継続されるこ
と、③その結果、高齢漁業者の生産性・漁労
所得は若年層に比べて低位であること等で
ある。以下、研究目的に沿って研究成果を述
べ（(2)、(3)）、それ以外の知見を報告し（(4)、
(5)）、これらの結論に至った研究活動の概要
を報告する（(6)、(7)、(8)）。 
 
(2)本研究の第 1 の目的である高齢漁業者の
功罪に関する研究成果は次のとおりである。



沿岸漁業に従事する 65 歳以上の漁業就業者
を母数として、高齢漁業者が漁業を継続する
ことの社会的利益を代替法により算定する。
①漁業を引退することで不足する生活費（老
齢基礎年金の平均支給額と生活保護費の差
額）を生活保護費で賄うと年間 67.78 億円、
②漁業に行く代わりにデイサービスを利用
（余暇・健康維持費用）すると年間 452.13
億円、③漁業者が担う海洋監視機能の価値
2017 億円のうち高齢漁業者の担務分 685.78
億円、合わせて社会的利益は 1205.69 億円と
なる。高齢漁業者が漁業を継続することで発
生する費用を考える際に、漁業者が 65 歳で
引退することが若齢漁業者の新規参入に及
ぼす影響を中立と置き、総漁獲量も不変と置
く。社会的費用としては、①漁業インフラの
維持費である年間予算843.16億円の34%とし
て 286.67 億円、②高齢漁業者が得た所得（若
い漁業者が得られなかった所得の遺失分）と
して 280.04 億円、構造改革の遅延コストと
して 299.71 億円、合わせて社会的費用は
866.42 億円となる。高齢漁業者が漁業を継続
することの社会的利益は社会的費用を上回
っている。この結論の政策的含意としては、
高齢漁業者が漁業を継続することには社会
的利益があり、特段の引退奨励策は当面必要
ないということである。しかし、別の側面か
ら制度改正が必要との結論も導かれる。これ
については（4）で述べる。 
 
(3)本研究の第 2 の目的である高齢漁業者が
漁業をやめない理由に関する研究成果は次
のとおりである。①一般の雇用者の就労状況
と就労意欲に関するデータからも、日本人が
高齢になっても働く割合が高いことが明ら
かになっている。非漁業部門に就労中の高齢
者は生活には困窮していないが健康で就労
意欲があり、収入のためだけでなく健康維持
のためにも今後も働き続けたいと願ってい
る。②清家・山田（2004）の研究では、定年
退職を経験することが就業確率を 18%低下さ
せるとしている。このことからも自営が中心
で定年退職を経験しない沿岸漁業者の就業
確率は高位にとどまる。③先の研究では厚生
年金受給資格のあることが就業確率を 15％
低下させる。国民年金しか受給できない自営
漁業者の年金支給額は満額支給の場合でも
厚生年金受給者より年間 114 万円低い。④加
瀬(2010)は生涯漁業を続けたいと願う漁業
者も実際には病気等によって 70 歳前後で引
退する者が多いとしている。加齢とともに体
力に応じた漁業種類に転向することが可能
な漁業や漁業地域では、漁業継続が実現され
る。⑤漁業を引退することの機会損失が大き
い場合、積極的に就労を継続しているわけで
はなくても引退を思いとどまる。その例とし
て、漁業協同組合の組合員資格の喪失、漁村
に暮らしながら漁業コミュニティから逸脱
する社会的隔離、廃業に伴って漁船・漁具な
どの投下資本を転用・換金できないことがあ

げられる。特に、機械が壊れるまで漁業を継
続するという意向がヒヤリング調査から明
らかになった。農業との対比からも類似の観
察が裏付けられる。これについては（5）で
述べる。 
 
(4)漁業労働力の変化が水産物の安定供給と
いう側面から見ていかなる問題を生じさせ
ているか、今後いかにして生産力構造を再編
していく必要があるかをという視点から、①
先行研究の整理と②データ分析を行った。①
の文献のサーベイによると、1990 年代前半に
は後継者を得ることができなかった「高齢単
世代漁家」と彼らを基幹的労働力とする「高
齢者漁業」の存在について明らかにされたが、
それ以降は高齢漁業者の就労実態の把握は
行われなかった。②のデータ分析によると漁
業就業者数は 1970 年代以降一貫して減り続
け、近年では漁業生産力の低下を導くように
なっている（図 1）。この間、高齢漁業者はも
はや基幹労働力と言えるまでに比重を高め、
個人経営体109,451の約半数を占めるまでに
なっている。漁業者数の減少により残存漁業
者当たりの資源配分は増加したが、残存経営
体はその他釣り、その他刺し網、採貝・採藻
など生産性の低い漁業に着業しているため、
漁業者当たりの生産増に結びついていない
（図２、次頁）。このような観点からは、残
存経営体の漁業生産力の増強や漁場利用制
度の改正が必要であると結論づけられる。 

 
(5)農業従事者が離農する要因について①農
業構造と②政策・制度的要因に分けて検討し
た。というのはそれが結果として農業の高齢
化をもたらすことと密接に関係しているか
らである。①農業構造要因としては「余暇生
きがい型農業」というべき零細な稲作自給的
農家として高齢者が働き続けられること、農
業機械が壊れることが離農の大きな要因と
なっていること、離農を決定した時点で所有



農地を売却・貸与できるか否かという環境条
件が離農決定に作用していると結論付けた。
また北海道では多額の負債が離農の要因に
なる。②政策・制度的要因に関しては、かつ
ては加入者が 65 歳までに経営を譲渡すると
受給できる経営移譲年金が離農を促進した
が、2001 年にこの制度が破たんした。農業就
業人口の 60.6％が 65歳以上である（2011 年）
が、その理由として以上のような環境がある
ことが明らかにされた。 
 

 
 
(6)平成 23 年度の研究活動の意義は、仮説の
裏付け、年金に関する現状調査、新しいデー
タソースと加工の可能性検討にある。調査研
究活動を通じて、我々の研究課題がユニーク
で、かつ社会的意義があることが研究者のみ
ならず農漁業に携わる実務家にも認知され
るようになった。問題の所在が社会的に認知
されていくことにも重要性がある。具体的な
研究活動としては、ア）北海道岩見沢、その
他地域（本経費外）における農業調査（担当：
下田、連携研究者加藤基樹）、イ）台湾 
の漁村高齢化の実態調査（担当：山下）、エ）
北海道奥尻、大分県（本経費外）（担当：堀
口、山下）である（注：ア、イなどの記号は
「3．研究の方法」に対応）。本年度実施予定
であったウ）漁業センサスを利用した分析は、
公的統計の申請取得にむけた準備段階であ
る（担当：山下、加藤）。研究進捗管理のた
めに開催した3回の研究会において加藤より
「農業を辞める理由について―漁業との比
較のために」、山下より「高齢漁業者の漁業
継続動機－被災の影響を考慮して」「高齢漁
業者の漁業継続動機･廃業動機」について報
告した。同時に研究視軸の拡大のため、外部
専門家を招いて話を伺った。東京海洋大学工
藤貴史准教授より「離島漁業の問題構造と政
策課題」、下関水産大学校大谷誠講師より「漁
家漁業における就業実態の事例」、東京大学
加瀬和俊教授より「沿岸漁業の高齢化問題を
めぐる諸論点」と題する研究報告を受けた。
また、各自文献研究を行った。 
 
(7)平成 24 年度の研究活動の意義は、時間を
隔てた定点観測により漁村の変化を確認で
きたこと、農業を含む他産業と漁業との相違
点を明らかにできたことにある。本年度より

工藤貴史が研究分担者に加わった。成果発表
面では本研究による一定の研究成果を発表
した。来年度、本科研の研究成果発表の場を
獲得できたことも本年度の意義である。具体
的な研究活動としては、ア）北海道岩見沢に
おける追跡調査およびその他地域（本経費
外）における調査（担当：下田、連携研究者
加藤基樹）、ウ）2008 年漁業センサス個票加
工データの入手と組み換え（担当：工藤）、
漁業経営調査個票加工データの入手と分析
（担当：山下）、エ）新潟県佐渡追跡調査（担
当：工藤）、山口・鹿児島調査（担当：堀口）、
岩手県・宮城県調査（担当：山下）である。
研究進捗状況管理のために2回の研究会を開
催した。第 1回は外部専門家として国立社会
保障・人口問題研究所の山内昌和氏をお招き
し、「漁業者の再生産に関する検討」につい
て報告を受け、ディスカッションを行うとと
もに山下より「年金漁業者の社会的費用―日
本のケース」について報告した。第 2回は堀
口より「久しぶりの山口県漁業―就業者の構
成・補充・新規参入状況」、加藤より「農業
を辞める理由について―漁業との比較のた
めに」について報告し、次年度に予定してい
る研究成果報告（シンポジウム）と研究成果
とりまとめの方向性について議論した。また
各自文献研究を行った。 
 
(8)平成 25 年度の研究活動の意義は、研究の
深化と研究成果の発表にある。漁業経済学会
第 60 回大会（H.25.5.26）においてシンポジ
ウム「高齢漁業者の実像と 10 年後の漁村」
を開催した。本科研費のメンバー全員が解
題・報告・コメンテータとして参加するとと
もに、過年度の本研究会での報告者 2名が報
告した。具体的な調査研究活動としては、イ）
韓国高齢化調査、台湾調査（H.24 年度実施）
の資料整理、東南アジア学会例会参加（担
当：山下）ウ）漁業センサスを利用した分析
（担当：工藤）、「漁業経営調査」個票データ
を用いた分析（担当：山下）、エ）東北被災
地の高齢者漁業調査（担当：山下）、北海道
礼文町（本経費）・宮城県気仙沼市（本経費
外）の高齢者漁業調査（担当：工藤）、島根
県浜田の沖合底引網漁業調査（担当：堀口）
である。研究進捗管理および研究成果発表準
備のために 3回の研究会を開催した。第 1回
はシンポジウムの準備を行った。第 2回は進
捗状況を確認するとともに敬愛大学高木朋
代氏をお招きし「高齢従業員の就業意欲と就
業実現」の研究報告を受けた。第 3回は各自
が研究報告書を持ち寄り、今年度および 3年
間の研究成果を報告した。 
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